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富山県地域防災計画改定案に対する意見募集の結果 

 

 

１ 募集期間 

令和５年２月６日（月）から令和５年２月２４日（金）まで 

 

 

２ 募集方法 

   閲覧場所：富山県ホームページ 

        県庁（県民サロン、県情報公開総合窓口、防災・危機管理課） 

 各地方県民相談室（高岡、魚津、砺波） 

 県立図書館 

   意見の提出方法：ホームページ、郵送、ファクシミリ、電子メール 

 

 

３ 提出された意見の件数     ４件 

       各編共通・・・・・１件 

地震・津波編・・・２件 

       風水害編・・・・・１件 

 

 

４ 意見の要旨と県の考え方  

 

〇富山県地域防災計画（各編共通）改定案に対するご意見及び県の考え方 

No 意見の概要 県の考え方（案） 計画該当箇所 

１ 

「避難に関する情報

について気象台が市町

村へ助言をする」とある

が、市町村が助言を求め

るのか。それとも気象台

が自発的に助言するの

か。   

 気象台が市町村から気

象・地象等について助言を求

められた場合は応じること

になっている。また、必要に

応じて気象台から市町村へ

能動的に警戒を呼びかける。 

市町村は、避難指示等の発

令に当たり、必要に応じて富

山地方気象台、気象防災アド

バイザー等の専門家の技術的

な助言等を活用し、適切に判

断を行うものとする。 
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○ 富山県地域防災計画（地震・津波編）改定案に対するご意見及び県の考え方 

 

○ 富山県地域防災計画（風水害編）改定案に対するご意見及び県の考え方 

 

No 意見の概要 県の考え方（案） 計画該当箇所 

 

１ 

「応急建築物」→「応

急仮設建築物」に用語

を統一してはどうか。 

建築基準法上、「応急建築

物」という用語は記載されて

いないため、「応急仮設建築

物」に統一する。 

（３）（１）及び（２）の応急

建築物はあくまで臨時のもの

であるので原則として竣工後

３月以内に除却しなければな

らない。しかし、３月を過ぎ

ても存続する必要がある場合

は知事の許可を受けなければ

ならない。この場合、知事は、

安全上、防火上及び衛生上支

障がないと認めるときは、２

年以内の期間を限って、存続

を許可する。 

 ２ 

応急仮設建築物の存

続の許可は知事以外の

富山市長、高岡市長の

場合もあるため、「特定

行政庁」に修正しては

どうか。 

建築基準法第 85 条第３項

に基づき、応急仮設建築物の

存続については「特定行政

庁」の許可を受けなければな

らないと定められているこ

とから、「知事」を「特定行

政庁(富山市、高岡市、富山

県)」に修正する。 

この修正に伴い、(１)の表

記「知事は、富山市及び高岡

市を除く地域(富山市及び高

岡市にあってはそれぞれの

市長が)…。」についても「特

定行政庁(富山市、高岡市、

富山県)」に修正する。 

No 意見の概要 県の考え方（案） 計画該当箇所 

１ 

「知事は河川水位

が氾濫危険水位に達

した場合は、一般に周

知する」とあるが、ど

のような方法で周知

されるのか。７月に富

山市を流れる「いたち

川」が氾濫危険水位に

到達したが、県からも

水防管理団体である

富山市からも何の広

報もなかった。岐阜県

のように河川の水位

が上昇したらメール

で知らせてくれるシ

ステムを構築すべき

ではないか。 

本県では、いたち川を始め

とする水位周知河川が、氾濫

危険水位に到達した場合に

は、水防法に基づき、水防管

理者等に通知するとともに一

般への周知を図っている。周

知の方法については、「富山防

災ＷＥＢ」や「富山県河川海

岸カメラ・水位情報」等のサ

イトに水位情報を公開してい

るほか、必要に応じ、報道機

関に対しても、Ｌアラートや

ＦＡＸによる情報提供を行っ

ている。 

ご提案のメールシステムに

ついては、避難行動の一助に

なると考えられますので、他

県や民間サービスの動向を踏

まえつつ、検討していく。 

(１)国土交通大臣は、洪水予報

を行う河川以外の河川で洪水

により相当な被害を生ずるお

それがあるものとして指定し

た河川について、氾濫危険水

位（洪水特別警戒水位）を定

め、当該河川の水位がこれに

達したときは、知事にその旨

を通知するとともに一般に周

知する。 

(２)知事は、洪水予報を行う河

川以外の河川で洪水により相

当な被害を生ずるおそれがあ

るものとして指定した河川に

ついて、氾濫危険水位（洪水

特別警戒水位）を定め、当該

河川の水位がこれに達したと

きは、水防管理者等に通知す

るとともに一般に周知する。 


